
令和５(2023)年
７月11日(火)
第420号

令和５（2023）年７月11日　火曜日 （577）

告 示
栃木県告示第274号
　生活保護法（昭和25年法律第144号。中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人
等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項（中国残留邦人等の円滑な
帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）附則第
４条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による場合を含む。以下同じ。）第49条の規定によ
り医療扶助又は医療支援給付のための医療を担当する機関を指定したので、生活保護法第55条の３の規定によ
り次のとおり告示する。
　　令和５（2023）年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　病院、診療所又は薬局

指 定 年 月 日 名 称 所 在 地

令和５（2023）年６月１日 さくらファミリーほうもん歯科 足利市江川町３-４-４

令和５（2023）年６月１日 ゆうデンタルクリニック 河内郡上三川町上蒲生1782-２

令和５（2023）年６月１日 ミライ薬局小山店 小山市大字雨ヶ谷752-４

令和５（2023）年６月１日 中央薬局長堤店 芳賀郡益子町長堤574-２

令和５（2023）年６月１日 医療法人広志会　齊藤歯科ゼーブル
ガー診療室

那須烏山市中央１-19-２-２

令和５（2023）年５月１日 あいも薬局 下都賀郡壬生町安塚764-14

令和５（2023）年５月１日 鬼怒川クリニック 日光市高徳632

令和５（2023）年５月１日 あんずの森クリニック 下野市仁良川1518-１

令和５（2023）年５月１日 ふじ調剤薬局 栃木市藤岡町藤岡新町1845-23

令和５（2023）年５月１日 真岡みみ・はな・のどクリニック 真岡市亀山324-８

令和５（2023）年５月１日 おだかキッズクリニック 下野市薬師寺2866-１
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平成29（2017）年９月１日 石橋町薬局 鹿沼市石橋町1602-３

２　指定訪問看護事業者等

指 定
年 月 日

指 定 訪 問 看 護 事 業 者 等 訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 等

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

令 和 ５
（2023）年
５月１日

株式会社　武井 足利市稲岡町836 足利東訪問看護ス
テーション

足利市稲岡町836

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第275号
　生活保護法（昭和25年法律第144号。中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人
等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項（中国残留邦人等の円滑な
帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）附則第
４条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による場合を含む。以下同じ。）第55条第１項の規
定により医療扶助又は医療支援給付のための施術を担当する機関を指定したので、生活保護法第55条の３の規
定により次のとおり告示する。
　　令和５（2023）年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

指 定
年 月 日

施 術 者 施 術 所

氏 名 住 所 名 称 所 在 地

令 和 ５
（2023）年
５月25日

粟嶋　教太 下都賀郡壬生町おもちゃ
のまち２-７-12

訪問医療マッサー
ジKEiROW鹿沼ス
テーション

鹿沼市麻苧町 1531-１-
103

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第276号
　生活保護法（昭和25年法律第144号。中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人
等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項（中国残留邦人等の円滑な
帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）附則第
４条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による場合を含む。以下同じ。）第50条の２の規定
により指定医療機関の名称等を次のとおり変更した旨の届出があったので、生活保護法第55条の３の規定によ
り告示する。
　　令和５（2023）年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　病院、診療所又は薬局

変 更 年 月 日 名 称 主たる事務所の所在地

令和５（2023）年５月１日 アスピオ薬局小山城東店
（さくらんぼ薬局）

小山市城東２-19-３

令和２（2020）年９月12日 カワチ薬局大平店 栃木市大平町下皆川2105-28
（栃木市大平町下皆川299-１）

２　指定訪問看護事業者等

変 更 年 月 日 名 称 主たる事務所の所在地

令和５（2023）年３月１日 訪問看護ステーション琴音 小山市駅南町５-５-１　エムロード
102
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（栃木市大平町川連490-４）

（注）表中の（　）内は変更前のもの
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第277号
　次の指定医療機関から、生活保護法（昭和25年法律第144号。中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永
住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項
（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成
19年法律第127号）附則第４条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による場合を含む。以下
同じ。）第50条の２の規定により指定医療機関の事業を廃止した旨の届出があったので、生活保護法第55条の
３の規定により告示する。
　　令和５（2023）年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
　病院、診療所又は薬局

廃 止 年 月 日 名 称 所 在 地

平成29（2017）年８月31日 石橋町薬局 鹿沼市石橋町1602-３

令和４（2022）年12月31日 マロニエ薬局 芳賀郡益子町益子70-１

令和５（2023）年３月31日 有限会社いづみ薬局 佐野市葛生東２-１-６

令和５（2023）年４月１日 県南臨時医療施設 小山市松沼668

令和５（2023）年４月21日 おやまドライブスルー薬局 小山市駅東通り２-30-5山東ビルⅡ
１Ｆ

令和５（2023）年４月30日 真岡みみ・はな・のどクリニック 真岡市亀山324-８

令和５（2023）年４月30日 おだかキッズクリニック 下野市薬師寺2866-１

令和５（2023）年４月30日 アイリス薬局 下都賀郡壬生町幸町３-35-1ヴィラ
マリー１Ｆ

令和５（2023）年４月30日 鬼怒川クリニック 日光市高徳632

令和５（2023）年４月30日 あんずの森クリニック 下野市仁良川1518-１

令和５（2023）年４月30日 ふじ調剤薬局 栃木市藤岡町藤岡新町1845-23

令和５（2023）年５月８日 虹の街歯科医院 那須塩原市西大和１-８

（保健福祉課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第278号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を開始する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、令和５（2023）７月11日から同年８月14日まで一
般の縦覧に供する。
　　令和５（2023）年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

整理番号 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日

10
主 要 地 方 道
宇都宮那須烏山線

宇都宮市今泉新町81-４から
宇都宮市今泉新町175-６まで

令和５（2023）年
７月11日

（道路保全課）　
　───────────────────────────────────────────────
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公 告
　　　○令和５（2023）年度林業種苗生産事業者講習会の実施
　林業種苗法（昭和45年法律第89号）第11条第１項の規定により、令和５（2023）年度林業種苗生産事業者講
習会を次のとおり実施するので、林業種苗法施行令（昭和45年政令第194号）第３条の規定により公告する。
　　令和５（2023）年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　受講資格
林業種苗生産事業者の登録を受けようとする者

２　講習会の開催日時及び場所
令和５（2023）年８月１日（火）午前10時から
宇都宮市下小池町280
栃木県林業センター

３　講習の内容及び講習時間
⑴　種苗に関する法令　２時間
⑵　種苗の産地及び系統に関する事項　２時間
⑶　種苗の生産技術に関する事項　２時間
４　受講手続
　受講を希望する方は、最寄りの環境森林事務所、矢板森林管理事務所又は栃木県山林種苗緑化樹協同組合
にて受講申込書を受け取り、必要事項を記入し、受講手数料14,000円分の栃木県収入証紙を貼付の上、住
所地を管轄する環境森林事務所又は矢板森林管理事務所に講習会の10日前までに提出すること。
５　その他
　受講者は、講習会当日に次のものを持参すること。
　講習会テキスト　全国山林種苗協同組合連合会発行の「林業種苗の生産・配布に必要な知識」

（森林整備課）　
　───────────────────────────────────────────────

調 達 等 公 告
　　　○入札公告（特定調達公告）
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和５（2023）年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　借入件名及び数量　交番・駐在所等回線暗号化装置機器　一式
⑵　借入物品の特質等　詳細は入札説明書による。
⑶　借入期間　令和５（2023）年10月１日（日）から令和10（2028）年９月30日（土）まで
　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約として実
施する。そのため、契約に当たっては、県の各年度予算において当該契約に係る経費が減額又は削除され
たときに契約を変更又は解除できる旨の特約を付す。
⑷　据付場所　栃木県警察本部、留置管理課分室、栃木県内交番、駐在所
２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、以下に掲げる入札参加資格を有する
ものと決定された者であること。
　大分類「Ｎ通信、情報処理」小分類「２情報関連サービス」又は大分類「Ｐその他のサービス」小分類
「２リース、レンタル」
⑶　入札参加申請日から開札日において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22（2010）
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年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等
〒320-8510　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号
栃木県警察本部警務部会計課出納係　電話028-623-3801

⑵　入札説明書及び仕様書の交付期間、交付場所及び交付方法
　令和５（2023）年７月11日（火）から同月28日（金）まで入札情報システムで公開する。ただし、仕様
書は来庁による交付とする。
　来庁による交付の場合は、同期間（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）午前９時から午後５時まで、⑴
の場所において交付する。
⑶　入札及び開札の日時及び場所
ア　入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
　令和５（2023）年８月22日（火）午後５時までに、電子入札システムにより提出すること。
　ただし、紙による入札参加の承諾を得た者（以下「紙入札者」という。）にあっては、⑴の場所に、
郵送（書留郵便）又は持参により同期日までに提出すること。
イ　開札の日時及び場所
　令和５（2023）年８月23日（水）午前10時
　栃木県警察本部２階入札室
⑷　入札方法　１の⑴の件名の月額リース料で入札に付する。
⑸　入札書の記載方法等
　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とし、落札価格に当該金額の100分
の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある場合には、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって契約金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、契約を希望する見積金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載
すること。

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
⑶　入札参加希望者に要求される事項
ア　この入札に参加を希望する者は、競争参加資格確認申請書及び仕様書に基づき作成した書類を令和５
（2023）年７月28日（金）午後５時までに電子入札システムにより提出し、審査を受けなければならな
い。なお、提出する書類の特性上電子化できない書類が含まれている場合には、電子入札システムで栃
木県警察物品等電子調達運用基準（令和３（2021）年４月26日付け栃会第434号）に定める提出書類通
知書（様式２）を提出することにより、当該添付書類の郵送（書留郵便）又は持参による提出ができる
ものとする。この場合、提出書類の一式を郵送又は持参するものとし、電子入札システムによる提出と
の分割はできないものとする。
イ　提出書類の作成及び提出に係る費用は、入札参加希望者の負担とする。
　なお、提出された書類等については、返却しない。

⑷　審査
ア　技術審査　栃木県警察本部警務部情報管理課長が、入札者が仕様書に基づき作成した書類をイの技術
審査基準により審査し、採用し得ると判断した仕様書に基づき作成した書類を提出した入札者の入札書
のみを落札決定の対象とする。
イ　技術審査基準　仕様書に基づき作成した書類が、仕様書に示す事項を満たしており、使用目的等に適
合すると認められるものであること。
ウ　審査結果は、電子入札システムにより、令和５（2023）年８月10日（木）までに入札参加希望者に伝
えるものとする。

⑸　仕様書等に関する質問及びその回答
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発 行 人　　栃　　　木　　　県 〒320-8501 宇都宮市塙田１丁目１番20号　販売価格１か月3,120円
印 刷 所　　株式会社松井ピ・テ・オ・印刷 〒321-0904 宇都宮市陽東５丁目９番21号　（消費税、地方消費税及び送料を含む。）

ア　質問期限及び質問方法
　令和５（2023）年７月19日（水）午後５時
　上記期限までに電子入札システムにより質問すること。
　ただし、紙入札者は、質問書様式により、電子メールで提出するものとする。
イ　質問及び回答の一斉公開期限及び公開方法
　令和５（2023）年７月25日（火）
　上記期限までに電子入札システム及び栃木県警ホームページ上に公開する。

⑹　入札の無効
ア　２の入札参加資格のない者の提出した入札書
イ　入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書
ウ　栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに掲げる入札に係る入
札書
エ　栃木県警察物品等電子調達実施要領（令和３（2021）年４月26日付け栃会第433号）第19条に掲げる
入札に係る入札書
オ　紙入札者の入札書で、提出期限までに指定した場所に到着しない入札書
⑺　落札者の決定方法
ア　⑷の審査により落札決定の対象となった入札書を提出した入札者であって、栃木県財務規則第154条
の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札
者とする。
イ　落札となるべき同価の入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより、落札者を決定するも
のとする。

⑻　その他
ア　最低制限価格の有無　無
イ　詳細は、入札説明書によるほか、電子調達に関し必要な事項は、栃木県警察物品等電子調達実施要領
及び栃木県警察物品等電子調達運用基準の定めるところによる。

５　Summary
⑴　Nature and quantity of the products to be leased:
　　Police box residence business line coding device apparatus, 1set 
⑵　Time and Date of bidding:
　　17:00, August 22, 2023
⑶　Information is available at:
　　Treasurer Section,
　　Accounting Division,
　　Department of Police Administration
　　Tochigi Prefectural Police Headquarters
　　1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi 320-8510
TEL 028-623-3801

（警察本部警務部会計課）　
　───────────────────────────────────────────────


